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　先月号では、 教育関連のプロジェクトの１つとして、
GIGA スクール構想に関する教育関係者へのアンケートに
ついて紹介しました。今回は、同じく具体的な例として、
教育データ利活用ロードマップについて、御懸念の声に対
する考え方（３．参照）を含め、御説明します。なお、本
文中の下線は筆者による追加であるとともに、本文の内
容は、執筆者の個人としての見解を一部含んでいます。

1 ロードマップの経緯について

（１）検討の開始
　教育データの利活用については、令和２年７月より、文
部科学省において「教育データの利活用に関する有識者
会議」を開催しており、令和３年３月には、同会議において

「論点整理（中間まとめ）」が取りまとめられました。 同
論点整理においては、教育データの定義や利活用の原則、
利活用の目的（将来像の具体的イメージ）、利活用の視点

（一次利用（現場実践目的）と二次利用（政策・研究目的）、
公教育データと個人活用データ））、教育データの標準化
等が言及されています。その中でも、生涯を通じたデー
タ利活用については、希望する者が、公教育データだけ
ではなく、自身の様々な個人活用データを集約し、本人
が自由に使えるようにすることで利便性が高まる一方で、
多様な分野の事業者等との間でデータを安全にやり取りす
る必要があるため、政府全体において検討を深める必要
があるとされました。
　また、「ポストコロナ期における新たな学びの在り方に
ついて（第十二次提言）（令和３年６月３日教育再生実行会
議）」においても、「国は、これらの教育データについて、
個人が学習等に活用する際のサポート、教師による個に
応じた指導や支援、蓄積されたビッグデータの分析による
新たな知見の創出や政策への反映等を実現するため、環

境の構築に向けた全体構想を示す」旨が記載されました。
　これらも踏まえ、「デジタル社会の実現に向けた重点計
画」（令和３年６月 18 日閣議決定）において、「学校内外
のデータの将来的な連携も見据えた教育データの蓄積・
流通の仕組みの構築に向けて、関係府省庁間で検討し、
目指すべき姿やその実現に向けて必要な措置を盛り込ん
だロードマップを提示する」旨が記載され、また、先月
号で紹介させていただいた、GIGA スクール構想に関す
るアンケートの取りまとめにおいても、同様の記載がなさ
れました。これらを受けて、内閣官房情報通信技術（IT）
総合戦略室（当時。令和３年９月１日以降はデジタル庁。）、
文部科学省、総務省、経済産業省がともに検討を行って
きました。
　なお、このような４省庁間での連携は、GIGA スクール
構想の推進に当たって、それ以前から行われていたもので
す（こちらのリンクの９頁を御覧ください）。また、この連
携は、昨年 12 月号でも紹介させていただいたとおり、生
活に密接に関連しているため国民から期待が高く、国によ
る関与（予算措置等）が大きく他の分野への波及効果が
大きい「準公共分野」のデジタル化の一環として、同分野
の１つとして指定されている「教育」について行っている、
関係省庁との共同プロジェクトという位置付けであり、デ
ジタル庁が単独で検討していたものではありません。

（２）検討状況の公表・国民からの意見募集等
　デジタル庁、文部科学省、総務省、経済産業省（以下「デ
ジタル庁及び関係省庁」という。）では、令和３年 10 月
25 日から 11 月 26 日までの間、教育データ利活用ロー
ドマップの検討状況についての資料を公表した上で、デ
ジタル庁アイデアボックスを活用し、広く国民の皆様から
の御意見を募集しました。意見募集では、①テーマにご
関心のある皆様と、②主に教育またはデータ分野に専門
的な知見のある方に分け、教育データを利活用する上で

教育×デジタル
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留意すべき点は何だと思うか、また、教育データの蓄積・
流通のアーキテクチャ構築に当たって必要なことは何だと
思うかについて、自由記述でコメントをいただきました。
そこでの御意見や、ロードマップへの反映状況、また、個
別に行った有識者との意見交換の概要については、全て
こちらのウェブサイトで公開されています。例えば、教育
データの利活用に際しての安全・安心の確保や、データ
の利用権限、校務のデジタル化の推進、データ連携によ
る支援が必要なこどもへの支援の実現、時間軸を含めた
工程表の明確化などについて、そこでの御意見も踏まえ
つつ、修正・追加を行った上で、最終的にロードマップを
取りまとめ、公表しております。全体のスライドの分量も
検討状況の公表時点からは約２倍程度と、大幅に充実さ
れていますので、是非ご覧いただければと思います。
　また、同ロードマップの検討状況については、「行政事
業レビュー　秋のレビュー」や、デジタル庁「データ戦略
推進ワーキンググループ（第１回）」、内閣府「総合科学技術・
イノベーション会議　教育・人材育成ワーキンググループ

（第３回）」、文部科学省「教育データの利活用に関する
有識者会議 ( 第 6 回 )」においても紹介や意見交換をさ
せていただきました。

（３）策定・公表
　その後、デジタル社会形成基本法（令和３年９月１日施
行）等に基づき策定された「デジタル社会の実現に向け
た重点計画（令和３年 12 月 24 日閣議決定）」において
は、「教育データの利活用を促進する上では、学校教育の
みならず民間教育や生涯学習など、学習者の生涯にわた
る学びを包括的に捉え、整合性を持って施策を進めていく
必要がある。このため、学校内外のデータの将来的な連
携も見据えた教育データの蓄積・流通の仕組みの構築に
向けて、目指すべき姿やその実現に向けて必要な措置を
盛り込んだ「教育データ利活用ロードマップ」を速やかに
策定し、それも踏まえ、スピード感を持って取組を進める。」
と記載がなされました。
　これも踏まえ、デジタル庁及び関係省庁において、令
和４年１月７日に、ロードマップを取りまとめ、公表したも
のです。

2 ロードマップの内容について

　公表されている「教育データ利活用ロードマップ」はこ
ちらのリンクになりますので、是非、この原典を御覧いた
だいた上で、今後の皆様の取組の参考となれば幸いです。
以下、主な中身を紹介させていただきます。

（１）概要（ロードマップ１～３頁参照）
　本ロードマップは、簡単に申し上げれば、今後の教育
データの利活用に向けた施策の全体像と、その青写真を
デジタル庁及び関係省庁で描いたものです。まず、ロー
ドマップでは、 以下の図のように、 教育のデジタル化
を、 ① Digitization、 ② Digitalization、 ③ Digital 
Transformation、の３段階で考えています。第一段階の
Digitization は、簡単に申し上げれば紙のプロセスのデ
ジタル化であり、GIGA スクール構想の推進により、１人
１台端末の整備は概ね完了しました。他方、GIGA スクー
ル構想に関するアンケートの取りまとめでも、学校のネット
ワーク環境の更なる改善や教職員端末の整備・更新をはじ
め、学校現場の更なる ICT 利活用環境の強化が必要であ
ることが示されており、先月号で紹介させていただいた、
今後の施策を着実に推進していく必要があります。
　次に、第二段階の Digitalization は、ICT を活用して、
学習者主体の教育への転換や教職員が子供達と向き合え
る環境を整備していくことであり、これが本ロードマップの
主なスコープとなります。デジタルは手段であって目的で
はなく、累次の閣議決定で示されているとおり、「デジタ
ルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選
ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」、そして、「誰
一人取り残されない、人に優しいデジタル化」を教育分野
でも進めていく、ということです。
　最後に、第三段階の Digital Transformation は、デ
ジタル社会を見据え、教育の在り方をアップデートしていく
ということであり、「中央教育審議会初等中等教育分科会
　個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向け
た学校教育の在り方に関する特別部会」や、「総合科学技
術・イノベーション会議　教育・人材育成ワーキンググルー
プ」といった場においても、検討が行われていることと承
知しています。
　こうした段階を踏まえた上で、教育のデジタル化のミッ

https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220107_news_education_02.pdf
https://www.digital.go.jp/meeting/posts/icPUoaig
https://www.digital.go.jp/meeting/posts/icPUoaig
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00313.html
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00313.html
https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program
https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220107_news_education_01.pdf
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220107_news_education_01.pdf
https://www.digital.go.jp/posts/NL3lOB9E
https://www.digital.go.jp/posts/NL3lOB9E
https://www.mext.go.jp/content/20220124-mxt_syoto01-000020128_3.pdf


8教育委員会月報　2022年2月号　 教育データ利活用ロードマップについて
特集
連載
−3−

ションを「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自
分らしく学べる社会」と掲げました。これは、「学べる」と
あるように、学びの主体は学習者であり、学習者が自分の
意思の下に教育データを利活用するということです。あく
まで一例ですが、例えば、地理的・時間的制約にかかわらず、
学校内外の様々な学びのリソースにアクセスし、自らの興
味関心にあった教材で学んだり、様々な大人から学ぶこと
が出来るといったことをイメージしています。こうしたミッ
ションを実現するため、教育データの蓄積・流通の全体設計

（アーキテクチャ）のイメージを提示しています。

 昨年９月のGIGAスクール構想に関するアンケートの取りまとめに引き続き、関係省庁で教育データの利活用に向けたロードマップの策定に着手。
まず、教育のデジタル化のミッションを「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」と掲げ、そのためのデータの①スコープ
（範囲）、②品質、③組み合わせ、の充実・拡大という「３つの軸」を設定。

 これらを実現するために、教育データの流通・蓄積の全体設計（アーキテクチャ（イメージ））を提示。

ロードマップのポイント① （総論）

Digitization Digitalization Digital Transformation
１人１台端末の整備は
概ね完了。他方、学校
現場の更なるICT利活
用環境の強化が必要

ICTをフル活用して、学
習者主体の教育への転
換や教職員が子供達と
向き合える環境に

デジタル社会を見据えた教育
についても検討が必要

GIGAスクール構想に関す
るアンケートの主なスコープ

本ロードマップの
主なスコープ

本ロードマップで芽出し、
更に検討を今後深める

組み合わせ スコープ
（範囲）

品質

データ

誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会
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　その上で、教育データの全体像やデータの標準化、プラッ
トフォーム関連施策の在り方、学校・自治体等のデータ利
活用環境の整備、教育データ利活用のルール・ポリシー、
生涯にわたる学びの環境整備といった、それぞれの論点を
整理しています。
　また、昨年 10 月時点ではなかったスライドとして、以下
の図にある、短期・中期・長期での目指す姿というものを整
理しました。デジタル庁及び関係省庁では、学校現場の先
生方が国際調査で OECD 諸国の中で最も勤務時間が長く、
かつ、新学習指導要領の着実な実施とあわせ、GIGA スクー
ル構想を踏まえた対面とオンラインのハイブリッドの学びの実
現や、新型コロナウイルス感染症の感染予防と子供達の学
びの保障などに、日々御尽力されていることを存じています。

このため、まず、短期（2022 年頃）での施策として、「教
育現場を対象にした調査や手続が原則オンライン化」や、「事
務等の原則デジタル化など、校務のデジタル化」を掲げまし
た。例えば鳥取県では、システム共同化だけでなく、団体
の枠を超えた校務の統一・標準化を目指し、帳票の全県下
統一化（標準化）や県下全ての市町村立小中学校における
公簿の電子化を行い、教員１人平均、年間約 150 時間の業
務時間削減を実現したとされています（第１回デジタル社会
構想会議（令和３年９月 28 日）平井構成員資料より）。この
ように、デジタルの活用により学校現場の負担を軽減し、皆
様にデジタル化のメリットを実感していただくことが、教育
データ利活用の前提として、まず重要だと考えています。
　また、中期（2025 年頃）では、学習者が端末を日常的
に使うようになり、教育データ利活用のためのログ収集が
可能になったり、内容・活動情報が一定粒度で標準化され、
学校・自治体間でのデータ連携が実現されることを目指し
ています。なお、勿論ですが、ログ収集の主体はあくまで
も学習者や学校等であって国ではありません。また、後述
のとおり、本ロードマップが目指しているのは、教育デー
タの「一元化」ではなく、学校や自治体間でばらばらの記
載方式になっているデータの形式を揃えるなどの「標準化」
をすることで、関係機関間での技術的な相互運用性を確保
し、利活用を容易にするということであり、そうした利活
用は、個人情報保護のルールに則って行われるということ
は言うまでもありません。
　最後に、長期（2030 年頃）では、学習者が PDS（Personal 
Data Store）を活用して生涯にわたり自らのデータを蓄積・
活用できるようになることなどを目指しています。PDSとは、

「他者保有データの集約を含め、個人が自らの意思で自ら
のデータを蓄積・管理するための仕組み（システム）であって、
第三者への提供に係る制御機能（移管を含む）を有するもの」
とされており（IT 総合戦略本部 データ流通環境整備検討会

「AI、IoT 時代におけるデータ活用ワーキンググループ　
中間とりまとめ」（平成 29 年３月））、つまり、学習者が自ら
の意思の下で、生涯にわたり自らのデータを蓄積・活用で
きるようになるということです。国が個人のデータを一元的
に管理することとは真逆のものですし、自分の知らない所で
望まないデータが誰かに集められる、収集が行われるとい
うことではありません。

ロードマップのポイント③（短期・中期・長期での目指す姿）

・学習者が端末を日常的に使うようになり、教
育データ利活用のためのログ収集が可能
・内容・活動情報が一定粒度で標準化され、
学校・自治体間でのデータ連携が実現

・学校・家庭・民間教育間でのそれぞれの学習
状況を踏まえた支援が一部実現

・教育現場を対象にした調査や手続が原
則オンライン化
・事務等の原則デジタル化など、校務のデ
ジタル化を進め、学校の負担を軽減
・インフラ面での阻害要因（例：ネットワーク環
境）の解消
・教育データの基本項目（例：法令や調査で全
国で共通的に取得されている主体情報）が標準化

短期（～2022頃） 中期（～2025頃） 長期（～2030頃）

・学習者がPDSを活用して生涯にわたり自らのデータ
を蓄積・活用できるように
・内容・活動情報の更に深い粒度での標準化が実現
・支援を必要とするこどもへのプッシュ型の支援が実現
・真に「個別最適な学び」と「協働的な学び」が実現

 大きく３フェーズ（短期→中期→長期）に分けると、それぞれで実現を目指す姿は以下のとおり。今後、育成を目指す資質・能力の明
確化・指標化とあわせ、実証事業においてユースケースを創出しながら、工程表（後掲）に基づく施策を進めていく。
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＜論点・課題＞
「学校で」「教員が」「同時に」「同
一学年の児童生徒に」「同じ速
度で」「同じ内容を」教えるという、
学習指導の基本的な枠組みで
は十分に対応できない可能性

＜目指す姿＞
誰もが、いつでもどこ
からでも、誰とでも、
自分らしく学べる

実現のためのKPIの考え方

＜論点・課題＞
情報が紙で処理されており、
調査や事務の負担が重い

＜目指す姿＞
調査等のオンライン化
で校務負担が軽減

＜論点・課題＞
学校や自治体間のデータ
同士の結びつきなし

＜目指す姿＞
データの標準化により
EBPMの推進や新たな教
授法・学習法の創出

学習履歴 校務情報

教材情報

校務情報学習履歴

教材情報

・ICTを活用した個別最適な学び・協働的な学び
の実現状況
・情報活用能力の向上（R4情報活用能力調査）
・データ利活用状況
・教職員のICT活用指導能力の向上
・教職員の業務削減（R4教職員勤務実態調査）

・調査・手続のオンライン化の進捗状況
・校務のデジタル化の進捗状況
・インフラ面での指標（端末、ネットワークetc.）
・日常的な端末活用

・学力の向上（全国学力・学習状況調査等）
・いわゆる非認知能力とされているものの向上
（全国学力・学習状況調査等）
・教職員の業務削減（R4教職員勤務実態調査）

※多角的な側面から測定することが重要

教育外の
情報 教育外の

情報

https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210928_meeting_conception_11.pdf
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210928_meeting_conception_11.pdf
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（２）教育データ利活用の現状と目指すべき姿　　
（ロードマップ７～８頁参照）

　関係省庁とともに、教育データ利活用の現状を以下
のように整理しました。いくつか例を挙げますと、緑色
の学校においては、情報がそもそもデータ化されていな
い、宿題やテストの採点の負担が重い、校務系と学習系
のデータ連携がほぼなされていない、個人の理解度が即
時に分からないといった課題が挙げられます。また水色
の他の学校・自治体間においては、学校や自治体間の
データ同士の結びつきがない、潜在的に支援が必要な家
庭や児童が特定できないといったこと、また斜めの矢印
にある時間軸で見ると、進学時（特に設置者が変わる場
合）にデータが引き継がれないことがあるという課題が挙
げられています。すなわち、先述した、Digitization と
Digitalization の双方について、施策の推進が必要であ
るということです。
　なお、この図はあくまでも全体像のイメージであり、全
ての学校現場等がこのような状態であるということを示し
ているものではありません。

転校時にデータが
引き継がれない、
又は紙で引き継ぎ

EdTech事業者の
保有する大量のデー
タが卒業後に削除

校務系と学習系の
データ連携がほぼなし

学校の様子が
家庭からは十
分分からない 紙の教材を使っ

て授業準備

学校や自治体
間のデータ同士
の結びつきなし

学び直しの機会・場面
が限られている

塾や
社会教育施設の
教材情報

校内の
学習履歴

校務情報

校内の
教材情報

教育外の
情報

塾や
社会教育施設の
学習履歴

進学時（特に設置者
が変わる場合）にデー
タが引き継がれない

チョーク&トーク
の一斉型授業

思考の表現手
段が口頭と記
述に限定

黒板に何度も同
じ図や問題を書く

時間的・地理
的制約から外と
の交流が制限

個人の理解度が
即時に分からない

学習でICTを活用す
る時間が短く、ゲーム
を見る時間が長い

情報がそもそもデー
タ化されていない

卒業後にはテスト成績
と通知表だけが手元に

離島や中山間地
域では他校との交
流の機会が限定

宿題やテストの採
点の負担が重い

潜在的に支援
が必要な家庭
や児童が特定で
きない

3

２．教育データ利活用の現状（as is）

互いの考えに触れ高
め合う機会が限定

事業者ごとにバラ
バラのデータ形式

　そして、右側の図ではそれに対応して、目指すべき姿を
示しております。例えば学校では、教育データのオンライ
ン化による校務負担の軽減や、集計がデジタルで自動化
されフィードバックに重点化できること、校務系と学習系の
データ連携できめ細かい指導が可能になること、学習時間
やテストの正誤判定を記録し、授業や学びに直ちに活用で
きること、をイメージしています。他の学校や自治体間で
は、データの標準化により EBPM の推進や新たな教授法・ 
学習法の創出が可能となったり、官民で能動的にアウトリー
チをするプッシュ型の支援を実現することをイメージしてい
ます。すなわち、デジタルの活用により、こども達１人ひ
とりの多様なニーズによりきめ細かに対応したサポートや、
先生方の業務負担の軽減を実現することを目指しているの

であって、個人の教育データが、個人情報保護のルール
を無視して、行政機関や民間事業者に広く利活用されるこ
とを目指しているものでは全くありません。

転校したばかりでも
先生が自分の強
み・弱みを理解

匿名加工の形で卒
業後もデータをサー
ビスの改善に活用

適切な形でのデータの
引き継ぎにより進学直
後の困難が軽減

校務系と学習系の
データ連携できめ細
かい指導が可能に

学校の学習状
況を踏まえた家
庭での支援

教育データのオンラ
イン化により校務負
担の軽減

データの標準化に
よりEBPMの推進
や新たな教授法・
学習法の創出

いつでもどこでも学べるリ
カレント教育の実現、学
びの成果の可視化

教育外の情報 校務情報校内の
学習履歴

校内の
教材情報

塾や社会教育
施設の教材情報

塾や
社会教育施設の
学習履歴

PDS

これまで会えなかった外
部の専門家等との対話
によるモチベーション喚起

主体的・対話的
な学びに重点化

即時表示で時
間配分効率化

学習時間やテストの正
誤判定を記録し、授
業や学びに直ちに活用

学校外で学習
でき、学びの多
様化・充実

メタデータ検索により
授業に使える素材
をすぐ収集可能に

スタディ・ログがPDSに保存
され、自ら学びを振り返りPDS

データの標準化や学習指
導要領コードとの紐付けに
よる学校教育との連携

意見・回答の即時
共有を通じた効果
的な協働学習

地理的制約にかか
わらず国内・海外の
学校と交流や共同
学習が可能

官民で能動的
にアウトリーチを
するプッシュ型の
支援を実現

集計がデジタルで自動化
されフィードバックに重点化

4

２．教育データ利活用の目指すべき姿（to be）

子供たちの成果
物や思考過程を
画面で可視化

（３）教育データの蓄積と流通の将来イメージ　　
（ロードマップ 12 ～ 17 頁参照）

　次に、学習者、教員、保護者等それぞれの立場からの、デー
タ利活用のメリットのイメージを整理しました。例えば学習者
にとっては、自分の特性に合わせて自分らしい学び方を選べ
たり、興味関心を伸ばしてどんどん学べること、理解度に応
じて前に戻ったり先に行けること、が考えられます。

興味関心を伸ばしてどんどん学べる

ワクワクを見つけられる

データがたまる・つながる

あらゆるコンテンツがつながる

前に戻れる・先に行ける
どこからでもどこまでも

緊急時でも通えなくても

同じ目標の仲間と学べる

専門家とつながる

辛い状況を分かってくれる

個に応じた支援

自分らしい学び

特性に合わせて自分らしい学び方を選べる

5

３．教育データの蓄積と流通の将来イメージ（学習者の立場から）

誰でも

どこでも

誰とでも

いつでも

　また、教員にとっては、例えば、これまで見守りの対象
となっていなかった、いわゆる「ノーマーク」の児童生徒
の早期発見や、担任以外も含めチームとしての支援が可
能になること、受け持つ生徒に適した教材が見つかること
が考えられます。

データがたまる・つながる

あらゆるコンテンツがつながる

指導要領：中学社会・歴史的分野
2内容 B近世までの日本とアジア (3)近世の日本
ア 知識 (イ）｢鎖国などの幕府の対外政策」

受け持つ生徒に適した教材が見つかる

指導計画・授業準備

自動で転記・集計で無駄な仕事削減
授業研究に割ける時間が増加

学級状態が分かる
「ノーマーク」の児童生徒を早期発見

きめ細かな指導に活かせる
担任以外も含めチームとしての支援が可能に

学級・学校経営、生徒指導
施策の効果が分かる・改善できる

地域・学校を超えてノウハウを共有

情報交換のプラットフォーム

6

３．教育データの蓄積と流通の将来イメージ（教員の立場から）

教育関係業務の効率化

出典：国土地理院ウェブサイト
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　これらはあくまでもイメージですが、データ利活用の具
体的な事例については、３．（１）で後述させていただきます。

（４）調査等のオンライン化・教育データの標準化　
（ロードマップ 20 ～ 21 頁参照）

　データ利活用の前提として、紙媒体での管理では、効率
的なデータの流通・蓄積は出来ないことから、現在、法令
に基づく事務や各種調査で使用されている情報のデジタル
化（Digitization）がまずは喫緊の課題です。特に、国か
ら自治体や学校現場に対して行う調査等のうち多くが、メー
ル・エクセル等で実施されており、集計・取りまとめ作業に
負担がかかっていると承知しています。このため、文部科
学省において、国が学校等に直接アンケート調査を行い、
比較的簡易に実施できるツールの実証・開発を行い、デー
タ利活用による学校教育改善、及び学校・教育委員会・国
の業務負担の軽減につなげることを目指していきます。
　また、利活用環境の整備の一環として、データの「一元化」
ではなく「標準化」、すなわち、異なる学校・自治体間でも、
同じデータをバラバラの形式で記載することなく、必要な
場合にデータ連携が容易にできるように「データの入力方
式や作成方式を規格化・共通化していくこと」を進めてい
きます。標準化の例を挙げると、「学校コード」として、学
校種を小学校をB１、中学校をC1といった形で入力したり、
○○高等学校について入力する際に設置者名は入れないこ
とを原則とする、といったデータ標準を設定しています。こ
れによって、入力方式の違いのために起こる、各自治体等
の作業の繁雑化を軽減することが可能になります。
　データの標準化は、教育データの相互流通性の確保が
目的であるため、あらゆる取得できる可能性のあるデータ
を対象に行うのではなく、全国の学校、児童生徒等の属
性、学習内容等で共通化できるものを対象としています。
また、そこで定義している情報を各学校等で集めなければ

ならないものではありません（法令等で規定されている情
報等は、当該規定に従う必要があります。）。標準項目以
外に各学校設置者、学校で必要と考えるデータがあれば
独自に定義して活用することは可能です。
　教育データは、大別すると、①主体情報：児童生徒、
教職員、学校等のそれぞれの属性等の基本情報を定義、
②内容情報：学習内容等を定義、③活動情報：何を行った
のかを定義（狭義の学習行動のみだけではなく、関連する
行動を含む）、の３種類に分けられます。このうち、①主体
情報に係る標準については、文部科学省において昨年末に、

「文部科学省教育データ標準第 2 版 (2021 年度 )」とし
て公表しました。今後は、②内容情報及び③活動情報に
ついて、本年秋頃に標準を公表する予定であり、現在洗
い出しを行っていると承知しています。どのような情報を
標準化していくかのイメージは、左側の下図になります。

（５）教育分野のプラットフォームの在り方　　　　
（ロードマップ 22 ～ 32 頁参照）

　「包括的データ戦略」においては、健康・医療・介護、
防災、農業、インフラ、スマー トシティなどと並んで、教
育が重点的にプラットフォームの整備に取り組むべき分野
の１つとして取り上げられていることから、教育分野のプ
ラットフォームの在り方について、同戦略に基づき、整理
を行いました。
　まず、データ連携における新たな価値を、上記（３）も
踏まえ、学習者、保護者、教員、学校設置者、研究機関、
民間企業といった関係者ごとに整理した上で、その価値を
果たすために、必要となるプラットフォームの機能は何かと
いうことについて検討しました。具体的には、例えば学習
者にとっては、散在する自らの教育データを統合・分析して
学習の最適化を図ることができる仕組み（データに基づい
た最適な教材・指導案の検索やレコメンド）• 教育以外のデー
タを含め、自らの同意の下でデータを集約・活用できる仕
組み（PDS・情報銀行）が考えられます。また、教員にとっ
ては、データに基づく学習状況の客観的な分析や、教員の
経験知の共有を行うことで、経験からエビデンス重視の指
導へシフトし、きめ細やかな指導を実現できる仕組みが考え
られます。さらに、学校設置者にとっては、学校の現状を
客観的に把握することができる仕組み（教育ビッグデータの
分析に基づいた評価・改善、優れた教員の指導の可 視化・

５．教育データの標準化（進め方の全体像）

7

 主体情報・内容情報・活動情報それぞれについて、優先順位をつけながら、随時標準化を行っていく。（※データ項目はあくまでも例）

デジタル教科書 デジタル教材

学習eポータル標
準に準拠した
LMS（※１）

学外デジタル教
育用LMS（※１）

MEXCBT

校務支援システム

学齢簿システム等

児童生徒

学校

自治体

・性別
・生年月日

「教育データ標準第2版(2021年
度)」で概ねカバー、今後随時アッ
プデート

教員

・一般的情報
・教育的な特徴
・学習分野（分類）
・内容情報間の関連

まずはメタデータの整備から進め、
学習コンテンツを流通・共有できる
環境を整備

・注釈
・閲覧履歴
・ドリル解答履
歴・正答率 等

地方業務システム標準化のための
標準仕様書で概ねカバー

学習ツール

・在籍校
・学年 等

民間事業者

・技術的な情報
・権利に関する情報
・ライフサイクル
・メタデータの情報

・氏名
・現住所
・生年月日

・家族・同居者構成、
居住・転居歴
・勤務先・収入金額 等

・保護者との関係
・就学校名
・入学年月日

授業

・アンケート
等

・アクセスログ
（起動・滞留時間）

・閲覧履歴
・解答履歴・正答率

・出席状況
・学年・クラス
・教科等

・健診結果
・体力測定日
・体力測定結果 等

APPLIC「教育情報アプリケーショ
ンユニット標準仕様」等も参考にし
つつ、今後の校務のデジタル化の
中で対応
また、教育効果の比較可能な指
標について、開発していく必要

「学習eポータル 標準モデル」や
「学外デジタル教育プラットフォーム
技術仕様」等で対応・テスト日

・学習履歴

LRS（※２） ・解答履歴・
正答率 等

・アクセスログ
（起動・滞留時間）

・成果物の記録
等

・指導計画
・成績・評価情報
・健診日

データ標準に準拠したログの収集
を促進

誰が

誰が

どんな教材で

どう学んで

何ができるよ
うになったか

どう学んで何
ができるよう
になったか

どんな環境で
どんな人から

何ができるよ
うになったか

（※１）Learning Management Systemの略称。
（※２）Learning Record Storeの略称。

https://www.mext.go.jp/a_menu/other/data_00001.htm
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定量化）や、校務効率化や質の高い教育を実現するための、
校内や教育委員会、教育機関間等とのデータ即時共有の仕
組み（データの シームレスな連携）が考えられます。

６．教育分野のプラットフォームの在り方（データ連携における新たな価値と必要となる機能の分析）

視点の対象 新たな価値

学習者
(子供)

• 学びを振り返る：強みや弱点の把握が可能
• 学びを広げる・補う：興味分野の発展的学習、苦手分野の克
服や復習、不登校や病気時の補完

• 学びを伝える：家庭や転校・進学先との接続、資格や履歴等の
証明

保護者 • 子供の学校での様子を確認
• 学校との容易な連絡

教員
• きめ細かい指導・支援：子供一人ひとりの状況の発見、把握、
支援

• 教員自身の成長：経験・知見との照合、好事例を共有し指導
改善

学校設置者
• 学校毎のデータのリアルタイムでの参照
• 学校への調査の負担軽減
• 類似自治体との比較により施策改善

研究機関
• 政策立案や政策展開などEBPMの実現
• 新たな教授法・学習法の創設
• 教員養成・研修等への活用による資質能力向上

民間企業 • 学習者個々のデータを活かしたコンテンツ改修
• 質の高いサービスの提供（EdTechの推進）

データ連携における新たな価値と必要となる機能

■目指す姿：誰一人取り残されない、個別最適な学びと協働的な学びの実現
これから到来するSociety5.0時代において、多様な子供の一人一人の個性や置かれている状況に最適な学びを可能にしていくことが重要であり、全ての子供たち
の力を最大限に引き出すことに資するよう、教育データの効果的な利活用を促進する必要がある。

必要となるデータ 必要となるプラットフォームの機能

• 学校教育（公教育データ）
・ 校務情報
・ 校内学習記録
・ 学校教材
・ 民間教材

• 学校教育外のデータ
・ 校外学習記録
（塾・アプリ等）
・ 民間教材
・ 他分野のデータ
（医療・健康・介護、
防災等）

＜学び方支援＞
• 散在する自らの教育データを統合・分析して学習の最適化を図
ることができる仕組み（データに基づいた最適な教材・指導案の
検索やレコメンド）

• 教育以外のデータを含め、自らの同意の下でデータを集約・活
用できる仕組み（PDS・情報銀行）

＜コミュニケーション＞
• 子供の学習状況を踏まえて家庭学習の支援ができる仕組み
（保護者によるデータアクセス）

＜校務支援・学び方支援＞
• データに基づく学習状況の客観的な分析や、教員の経験知の
共有を行うことで、経験からエビデンス重視の指導へシフトし、き
め細やかな指導を実現できる仕組み

＜教育行政・校務支援＞
• 学校の現状を客観的に把握することができる仕組み（教育ビッ
グデータの分析に基づいた評価・改善、優れた教員の指導の可
視化・定量化）

• 校務効率化や質の高い教育を実現するための、校内や教育委
員会、教育機関間等とのデータ即時共有の仕組み（データの
シームレスな連携）

• 学校内外でデータ連携できる仕組みや、民間でもデータ利活用
可能な仕組み（データ標準化、PDS、情報銀行）
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　その上で、こうした機能を果たすための関係省庁の施策
の全体像を、以下の図のように整理しています。例えば、
児童生徒や保護者に近い側からみると、学校教育との接
続点として学習 e ポータル標準に準拠した LMS（Learning 
Management System）、学校外教育との接続点として
は学外デジタル教育用 LMS があり、学校側にいくと校務
支援システム、さらに行政機関の側にいくと公教育データ・
プラットフォーム（仮称）といった形で、関係省庁の施策
の関係性を明確化しています。これらの施策が有機的に連
携し、機能を果たすことが重要であり、それぞれの利用者
に対する新たな価値を明確化しながら取組を推進するとと
もに、今後、全体アーキテクチャやユースケースにおける
成果等を踏まえ、必要に応じて各施策の見直しを行うこと
が必要です。

公教育データ・
プラットフォー
ム（仮称）

小中高

※枠が重なる部分は情報を共有する部分児童生徒・保護者

A小学校
自治体

国
大学等

塾・EdTech・出版社等

大学・研究機関
学校間連携

B中学校

学習
データ等

家庭で独自に利用する
ポータル、アプリ等（PDSを有する）

教員 教員

校務支援システム

デジタル教科書 デジタル教材

教材の
提供

CBT
各種報告・調査

CBT
各種報告・調査

匿名化した
学習データ

匿名化したデータ

○教育データの利活用には、各情報システム間の情報共有を容易にしておくことが重要。こ
のため、｢校務支援システム」「学習eポータル標準準拠LMS」「学外デジタル教育用
LMS」のデータの相互流通性を確保することで、教育データを利活用しやすい環境を整
備することが喫緊の課題。

○国外製のポータル・アプリの活用や国外データとの比較もできるよう、データの標準化におい
ては、国際的なデータ標準と同じ形式とすることも重要。

○データの利活用を促すには、どこにどんな情報があるか、メタデータを整備することも重要。

教材の改善

分析データ・改善案

データの
取得分析結果

改善案

分析結果
改善案

国外
学習状況の確認 学びを振り返り、広げる等

きめ細かい指導の実現等

教育デジタルコンテンツ利活用環
境の整備・STEAMライブラリー

学習状況の確認 学びを振り返り、広げる等

調査書送付

教材

学習データ等
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PDS

６．教育分野のプラットフォームの在り方（全体像の中での各施策の位置付け）

学習eポータル標
準準拠LMS

学
外
デ
ジ
タ
ル

教
育
用LM

S

（６）学校・自治体等のデータ利活用環境の整備　　
（ロードマップ 33 頁参照）

　先月号で紹介させていただいた、GIGA スクール構想に
関するアンケートも踏まえ、学校のネットワーク環境や校務
のデジタル化、教職員端末、児童生徒端末などについて、

施策の方向性を整理しています。特に校務のデジタル化に
ついては、校務系データと学習系データの連携の在り方の
整理や学校種間、自治体間でのデータのやり取りが可能と
なる方策の検討など、デジタルを活用した家庭との円滑な
コミュニケーションを含めた校務のデジタル化の推進に向
けて、 実態の把握を行いつつ、専門家の知見も踏まえて
令和４年度（2022 年度）中に検討し、その結果に基づき
必要な施策を実施することとしており、文部科学省におい
て、「GIGA スクール構想の下での校務の情報化の在り方
に関する専門家会議」を昨年 12 月から開催しているとこ
ろです。この動向も注視していただければと思います。
　また、高校段階の１人１台端末については、新型コロナ
ウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用も含め、
各都道府県における整備状況を国としてフォローアップし、
必要な取組を促すこととしており、文部科学省において、
高等学校の学習者用コンピュータ端末の整備を更に促す局
長通知を昨年 12 月に発出したところです。さらに、ロー
ドマップの公表後の１月 11 日には、文部科学大臣及びデ
ジタル大臣によるメッセージを発出し、より一層のご協力・
ご支援を御願いしたところです。都道府県の御担当者様の
御尽力に、改めて感謝申し上げたいと思います。
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７．学校・自治体等のデータ利活用環境の整備（施策の方向性）

 学校や自治体等が教育データを利活用できるよう、その環境整備を促進する必要。主な論点と施策の方向性は以下のとおり。

論点・課題

学校の
ネットワー
ク環境

校内ネットワーク環境やインターネット環境に改善が見られる一
方で、通信速度に課題が見られる事例があり、GIGAスクール構
想に関するアンケート（以下「アンケート」という。）でも、学校の
ネットワーク回線が遅いという声が児童生徒・教職員から多数
寄せられた。

校務のデ
ジタル化

校務支援システムを導入済みの自治体は80.4%、統合型校
務支援システムを導入済みの自治体は68.9%。他方、校務
支援システムサーバがインターネットに接続されているのは
48.7%、校務系と学習系のデータ連携が実施されているの
は4.2％となっているなど、データの利活用の観点から課題。

教職員端
末

教職員端末は地方財政措置により促進しており、GIGAスクー
ル構想の国庫補助の対象外。アンケートでは、教職員の約４
割から教職員向けのICT環境が整備されていないことへの懸
念が示された。

児童生徒
端末

公立小中学校については概ね１人１台端末が整備されたが、
アンケートでは「端末のスペックが低い」という声があったほか、数
年後の更新期の扱いが今後の検討課題となっている。

ガバメント
クラウドの
活用

政府情報システムについて、共通的な基盤・機能を提供する複
数のクラウドサービス（IaaS、PaaS、SaaS）の利用環境であ
るガバメントクラウドを今後整備。地方公共団体によるガバメント
クラウドの活用に係る先行事業を実施しているほか、教育を含む
準公共分野についても、令和３年度から順次、ガバメントクラ
ウドの活用に向けた方策や課題等を検討することとされている。

施策の方向性
こうした場合には、ネットワーク保守事業者等の専門家によるアセスメントを実施し、課題を認識することが必要で
あるため、専門家によるアセスメントなどを通じた原因特定と適切な対処に役立つ資料を公表。引き続き、不具
合等に関する情報を収集・分析するとともに、その課題解決方法も含めて、学校設置者等に適宜情報提供を
行うことでネットワーク環境の改善を支援。また、学校ネットワーク環境について全国一斉にネットワーク環境の点
検・応急対応を実施し、学校を取り巻く地域的な要因を含め、原因に応じた解決を図る。

校務系データと学習系データの連携の在り方の整理や学校種間、自治体間でのデータのやり取りが可能となる方
策の検討など、デジタルを活用した家庭との円滑なコミュニケーションを含めた校務のデジタル化の推進に向けて、
実態の把握を行いつつ、専門家の知見も踏まえて令和４年度（2022年度）中に検討し、その結果に基づき
必要な施策を実施。
（※）文科省において、「GIGAスクール構想の下での校務の情報化の在り方に関する専門家会議」を昨年12月から開催。

学校のICT環境整備に必要な経費については、指導者用コンピュータ等も含め「教育のＩCＴ化に向けた環境
整備５か年計画」（2018～2022年度）に基づき、地方財政措置が講じられているところであるが、授業用端
末の整備については必ずしも十分ではなく、地域間でも差があることから整備を支援するとともに、引き続き各
地方公共団体における活用を促すとともに、次期教育ＩCＴ環境整備計画においても必要な地方財政措置
を講じる。

高校段階の１人１台端末については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用も含め、各
都道府県における整備状況を国としてフォローアップし、必要な取組を促す。
（※）文科省において、高等学校の学習者用コンピュータ端末の整備を更に促す局長通知を昨年12月に発出。
また、児童生徒の１人１台端末の将来の在り方について令和４年度（2022年度）末までに関係省庁で検
討し、令和５年度（2023年度）以降、端末の利活用等の実態や現場の声も踏まえ、必要な措置を講ずる。

ガバメントクラウドを全国の学校や教育委員会等が活用できるよう、教育分野の情報システムの在り方について
具体的な対応方策や課題等を整理。
このうち、就学事務システム（学齢簿編製等）については、ガバメントクラウドを活用する方向で関係省庁にお
いて検討。

【全体的な方向性】

（７）教育データ利活用のルール・ポリシー　　　　
（ロードマップ 34 ～ 37 頁参照）

　教育データの利活用の原則のほか、１人１台端末を安全・
安心に利活用するためのガイドラインや教育情報セキュリ
ティポリシーに関するガイドラインの方向性、個人情報な
どデータの取扱いが問題となる局面について整理を行いま
した。
　例えば、これまでに示している、１人１台端末の運用を
円滑に行っていただくための「本格運用時チェックリスト」や

「保護者等との間で事前に確認・共有しておくことが望ま

https://www.mext.go.jp/content/20220124-mxt_syoto01-000020128_3.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/175/index.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/175/index.html
https://www.mext.go.jp/content/20211228-mxt_shuukyo01-000003278_001.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20211228-mxt_shuukyo01-000003278_001.pdf
https://www.mext.go.jp/b_menu/daijin/detail/mext_00226.html
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しい主なポイント」等を踏まえ、管理・運用の基本、児童
生徒が端末を扱う際のルール、個人情報保護とクラウド利
用、ICT の活用場面・事例、児童生徒の健康面への配慮、
情報モラル教育の充実、研修・周知、組織・支援体制といっ
た事項について盛り込むことを検討しています。今後、速
やかにガイドラインを策定・公表し、保護者への周知をはじ
め更なる利活用を促進するとともに、令和４年度以降、さ
らに実態や現場の声を踏まえ改善を図ることとしています。
　また、令和３年５月に改訂された「教育情報セキュリティ
ポリシーに関するガイドライン」では、 「過渡期の構成」と「目
指すべき構成」が併記されており、データ駆動型教育を目
指すためにはデータ流通について容易かつ制御可能な「目
指すべき構成」（ネットワーク分離を必要としない認証によ
るアクセス制限を前提とした構成）の普及が急がれます。
他方、現状のガイドラインでは 「過渡期の構成」と「目指
すべき構成」の対策を併記しており、分かりづらい記載と
なっている箇所があるため、 「過渡期の構成」と「目指す
べき構成」で分岐するべき対策箇所 （主に技術的な対策の
箇所）を２パターンの記載に書き分けることや、「目指すべ
き構成」を導入するための詳細な技術的な対策内容を追
記するなど、一部の改訂を速やかに実施することとしてい
ます。 
　さらに、以下の図のように、データの流通に当たっては、
学校・個人レベルでの、①アプリケーションレベル、②デー
タレベルの双方での認証・認可が必要であり、例えば民間
事業者が個人・学校にデータを受け渡す動機や、データ
のアクセス権限や管理者、持続的なビジネス（エコシステ
ム）の形成の在り方といった論点について、関係省庁にお
いて関係者の意見も聴きながら、検討を深めることとして
います。
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 データの流通に当たっては、学校・個人レベルでの、①アプリケーションレベル、②データレベルの双方での認証・認可が必要であり、関
係省庁において関係者の意見も聴きながら、検討を深める。

８．教育データ利活用のルール・ポリシー（認証・認可の全体像のイメージ）

データ分析
事業者

国・地方自
治体等

研究機関

データストア

データストア

データストア

データストア

データストア

データストア

データストア

データストア

学校アプリ
認証認可

認可

認可

認可

民間教育
機関

コンテンツデータ
パーソナルデータ

私教育アプリ

私教育アプリ

私教育アプリ

私教育アプリ

学校アプリ

学校アプリ

学校アプリ

学校アプリ

個人を特定する識別子
（ID）をどう相互運用するか

各々がデータを受
け渡す動機は？

誰がどのデータまでアクセスして良いか？データの管理者は誰か？
データの権限管理・蓄積・利用に関するルールを誰が・いつまでに決めるのか？

どうすると持続的なビジネス＝
エコシステムが成立するのか？

データ活用者私教育事業関連アプリ 学校教育関連アプリ

個人アプリ
認証

学校データ
認証

学校データストア個人データストア

個人データ
認証

どうすると持続的なビジネス＝
エコシステムが成立するのか？

各々がデータを受
け渡す動機は？

　また、教育データの利活用に当たって「安心・安全」の
確保は最重要であり、今回、関係省庁において、個人情

報の保護を含め、データの取扱いが問題となる局面につい
て構造化して整理しました。以下の図にあるとおり、例え
ば、個人情報として蓄積・利活用する側面と、非個人情報
として利活用する側面を分けて考える必要があることや、
個人情報の取扱いについては、利用目的の特定や当該目
的の本人への明示・通知、第三者提供における同意取得
等、改正個人情報保護法を踏まえ適切に対処する必要が
あり、また、教育分野固有の論点についても検討を深める
必要があることなどが挙げられています。今後、関係省庁
において、必要に応じ、個人情報の保護に関するガイドラ
イン等における対応を含めて検討するとともに、更に制度
面・運用面で改善すべき点がないか引き続き検討すること
としています。
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８．教育データ利活用のルール・ポリシー（データの取扱いが問題となる局面）

特に中学校と高校の間で、個々の生徒に関する情
報が共有できておらず、実態に早期に対応出来ない

在宅で学習している子供がリモートで授業参加を希望したが、録画機能等により登
校している子供の顔などの個人情報が流出する恐れがあるとして認められなかった

自治体からの委託事業としてリモートでの不登校支援をしよ
うとしたが、顔などが個人情報として外部に漏れる懸念から、
リモートでの対応が認められなかった（※委託事業ではなく単に民
間サービスとして提供した自治体では、同様の問題は起こらなかった）

支援団体
（NPO等）

民間教育
機関（学
習塾等）

学校

学校

自治体

学校と民間教育機関との情報共有の在り方をどう考えるか

データ利活用について同意を得る際、許
諾の取得方法や範囲、プライバシーポリ
シー、セキュリティのレベル感がバラバラ

個人情報として蓄積・利活用す
る側面と、非個人情報として利活
用する側面を分けて考える必要

多くの自治体・学校がEdTechサービスを利用している場合、同意
に基づく第三者提供ではなく、（学校設置者に監督義務があ
る）委託の範囲での提供となっていることをどう考えるか

児童生徒の病歴・アレルギー情報といった要配慮個人
情報が事業者には共有されず、活動への参加の支障に

 関係省庁において、例えば以下のような事例・論点が把握された。今後、必要に応じ、個人情報の保護に関するガイドライン等におけ
る対応を含めて検討するとともに、更に制度面・運用面で改善すべき点がないか引き続き検討。

 また、内閣府知財事務局及びデジタル庁が今後策定する、プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンスも参照しつ
つ、教育分野固有の論点（例：児童生徒本人が契約主体となれないこと）についても検討を深める。

個人情報の取扱いについては、利用目的の特定や当該目
的の本人への明示・通知、第三者提供における同意取得
等、改正個人情報保護法を踏まえ適切に対処する必要。
また、教育分野固有の論点についても検討を深める必要。

教育委員会が外部講師にアカウントを発行する際、ポリシー
が策定されていなかったために発行までに時間を要した

教育データに係る個人情報について、学習者本人の権利利益の保護以外にも配慮が必要な
場合がある（※学校や教育事業者も教育データに利害・関心を有する場合が存在（教員のコメント等））

（８）デジタル社会を見据えた教育　　　　　　　
（ロードマップ 46 ～ 49 頁参照）

　最後に、第３段階（Digital Transformation）に対応
するものとして、デジタル社会を見据えた教育についても
検討の方向性を提示しました。
　「個別最適な学び」と「協働的な学び」を真に一体的に
実現することが、今後の教育改革の至上命題です。一方
で、現在、学校現場では、不登校の子、特別な支援を要
する子、日本語指導を必要とする子、貧困や孤独といった
課題に直面する子、あるいは特定分野に特異な才能のある
子など、多様な背景や認知特性等を有するこども達が存在
しています。また、教師・児童生徒比率で見ても、大都市
の学校と離島やへき地等の過小規模の学校では抱える課題
が全く異なっています。 このように、多様な児童生徒を抱
え、様々な実態の学校が存在する中で 、「学校で」「教師
が」「同時に」「同一学年の児童生徒に」「同じ速度で」「同
じ内容を」教える、という学習指導の基本的な枠組みでは
十分に対応できない可能性が生じているのではないかと思
います。 こうした問題意識の下、「１人１台端末配備・高速
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通信網接続・クラウド活用」を基本とする、GIGA スクー
ル構想の下で、「令和の日本型学校教育」の構想を現実の
ものとし、それを長期的に持続可能なものとするためには、

「時間」・「場所」・「人材」・「教材」・「財源」の再編や、組
合せのパターンの多様化が必要になると考えられます。 さ
らに、GIGA スクール構想の背景となった地域間での教育
環境の格差や教育データ の標準化の方向性も踏まえ、教
育のデジタル化の推進に当たっての国と地方との関係等に
ついても検討が必要であると考えられます。こうしたことを
含め、例えば約５年後などに見込まれる次期学習指導要領
の改訂など今後の大きな教育改革の流れを見据えた中長期
的な方策として、デジタル社会を見据えた教育について関
係府省庁で検討し、その結果に基づき随時、必要な制度
的その他の措置を講ずることとしています。その際、人格
の完成や平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要
な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成といった教育
の目的を踏まえるとともに、教育の機会均等と水準の維持
向上という教育制度の根幹的な役割が社会の構造的な変
化の中で益々確固たるものとなるよう、現場の声も聴きな
がら検討を進めることとしています。
　以下の図は、こうした教育 DX 後の世界（目指す姿）を
提示したものです。

１１．デジタル社会を見据えた教育（教育DXの目指す姿）

「自分らしく」学べる
 ビッグデータの解析に基づき、本人の特性や理解度に応じて、

同じ年齢においても、児童生徒ごとに学ぶ内容・学ぶ順序は異なる。
 どの学年でどの内容をどの順番で学ぶことが妥当かは標準的な姿にす

ぎなくなる。

「学校で」教える
 教育は、基本的に学校という「場」で行われる必要がある。
 児童生徒同士や教師と児童生徒の関わり合いが重要で

あり、児童生徒は、学校に通う必要がある。

「同一学年の児童生徒に」
「同じ速度で」「同じ内容を」教える
 各学年において教えるべき内容が、学習指導要領に規定されている。
 学習進度が早い児童生徒も遅い児童生徒も、一斉授業により、同

じ速度で同じ内容の授業を受ける。

「同時に」教える
 児童生徒は、集団で同時に同内容を教わる。

「どこからでも」学べる
 学校は、児童生徒同士や教師と児童生徒の関わり合いの重要性を踏まえつつ、

児童生徒が学校で集うことでしかできない学びを行う。
 それ以外の学びは、学校でもそれ以外の場所でも、本人に最適な場所で学ぶ。

「いつでも」学べる
 同時に集団でしか学べないことを、協働的な学びで学ぶ。
 入口のみの質管理から、出口とのハイブリッドによる質管理へ。

 教育DXの目指す姿は、学習にまつわる様々な場・人・モノの「組み合わせ」が広がり、学習者主体の教育が実現されること。
（「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」）

※下記にかかわらず、ICTも活用し、個別最適な学びと協働的な学び
を実践する先進的な取組を行う学校も存在。

教育DX後の世界（目指す姿）

「教員が」教える
 授業は、免許を有する教員による指導が中心となって行わ

れている。

「誰とでも」学べる
 各知識・技能を教員が教えるだけでなく、各児童生徒の学びがより進むように、

その学びをデザインし、支えるのが教員の役割となる。
 児童生徒が集うことでないとできない学びを、様々な人材などのリソースを取

り入れてコーディネートする役割も求められる。

３．ロードマップに関する御懸念の声に
対する考え方について

　本ロードマップの公表後、一部報道も契機として、いく
つかの御懸念の声を頂戴しておりますが、その中には事実
に基づかないものを含め、誤解と思われるものもあると考
えられます。１月 11 日には牧島デジタル大臣が、政府が
学習履歴を含めた個人の教育データを一元的に管理するこ
とは全く考えておらず、また、利活用は、個人情報保護の
ルールにのっとって行われるということは言うまでもないこ

とを発言されています。
　その後、１月 17 日には、「教育データ利活用ロードマッ
プに関する Q&A」を関係省庁とともに作成し、公表しま
した。その中身を御説明させていただきます。
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牧島大臣記者会見要旨（令和４年１月11日）
今日は金曜日にお話をした教育データ利活用ロードマップについて、再度御紹介、御説明をさせていただきたいと思います。一部報道等を拝見させていただい
ているのですが、私がここで改めて強調したいのは、教育データを一元管理するということは申し上げてはおりませんで、しっかりと分散管理を基本とすると
いうことを、資料をお送りさせていただいていると思うのですが、御確認頂きたいということを冒頭お話し申し上げます。

政府が学習履歴を含めた個人教育データを一元管理するのではなくて、このことは全く考えておりませんで、データの管理はロードマップの11ページ、配付
資料の１ページ目のところにありますが、分散管理を基本とするということは既に明記をさせていただいているものであります。ここを強調させてください。
そして、このページの中に利活用の関係者に国が列記をされていないということも改めてお伝えをしておきます。教育を含めたこどもデータ連携の話のとき

にもこれは申し上げましたけれども、ロードマップの42ページ及び43ページにも、国が一元的にこどもの情報を管理するデータベースを構築することは考えて
いない旨、明記をしております。なので、本ロードマップを改めて、ちょっとボリュームのあるものではありますけれども、お目通し頂きたいということをお
願い申し上げます。

本ロードマップが目指しているのは、学校や自治体間でばらばらの記載方式になっているデータを標準化することで、関係機関間での相互運用性を確保し、
利活用を容易にするということであり、そうした利活用は、個人情報保護のルールにのっとって行われるということは言うまでもありません。この点、まず全
体のアーキテクチャに基づいて、ロードマップの18ページ、配付資料の２ページ目に当たります。ここに教育データの全体像として、児童生徒や学校の主体情
報、学習内容等の内容情報、何を行ったかの活動情報のデータを標準化していくということであります。

そして、具体的なデータ活用のユースケースとしては、ロードマップの12ページ、配付資料の３ページ以降に「例えば」ということで幾つか付けさせていた
だいています。学習者にとって自分らしい学び方を選べるということ、個別最適化の学びとか、生徒さん、児童の一人一人の個性をしっかりと見ていくことが
できるようにということは金曜日もお話し申し上げましたが、こうした自分らしい学び方を選ぶというのも一つであろうかと思います。

それから、教員にとっては、いわゆるノーマークの児童生徒、何らかの保護を必要としている、または支援を必要としているといったような児童生徒を早期
発見したり、受け持つ生徒に適した教材が見つかる。これは学びの進捗、学習の進度というのもお子さんそれぞれであるということにも関連してまいりますが、
そうしたことも含めて、児童生徒をきめ細やかにサポートできる教育ができる体制を整えるということなどを記載しておりますとともに、具体的な事例として
は、配付資料の９ページ以降にありますが、大阪市の児童生徒ボードや埼玉県の個別アドバイスシートの取り組みなどが挙げられるところでございます。

是非、原典であります、すなわちデジタル庁Ｗｅｂサイトに公開されている本ロードマップをお読み頂いて、誤解のないよう、建設的な議論がなされること
が私たちにとっては今大事なことだと思いますので、期待申し上げたいと思います。

また、デジタル庁としても関係省庁としても、国が個人の教育データを一元化するのではなくて、個人情報保護に配慮した上でのデータ流通によって、学習
者が最適な教育を受けることができる環境整備を行っていくということを、様々な場を捉まえながら丁寧にご説明を申し上げてまいりたいと思っております。
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教育データ利活用ロードマップ（令和４年１月７日デジタル庁、総務省、文科省、経産省）に関するQ＆A
Q1.このロードマップの目的は何ですか。教
育データを何のために利活用するのですか。

A1. ロードマップでは、「誰もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」をミッションとして掲げた上で、デ
ジタルを手段として、学習者主体の教育への転換や教職員が子供達と向き合える環境を整えるための論点や工程表
をまとめています。教育データ利活用により、例えば、学習者にとっては自分に適した教材や学習方法を選べること、教
員にとっては課題のある児童生徒を早期発見したり、受け持つ児童生徒に適した教材が見つかることが期待されること
などが挙げられます。大阪市の「児童生徒ボード」や、埼玉県の「個別アドバイスシート」の取組など、具体的な事例も出
てきています。今後とも、関係省庁においてこうしたユースケースを創出・発信してまいります。
２頁、３頁、４頁、５頁をご覧ください。

Q2. 政府は、個人の教育データを一元管
理することを考えているのですか。

A2.政府が学習履歴を含めた個人の教育データを一元的に管理することは全く考えておりません。例えばロードマップ
11頁には、学校や自治体、民間事業者といった主体（関係者）ごとに「分散管理を基本」とする旨明記をしております
し、同頁の利活用の関係者に国は列記されておりません。また、こどもに関する教育・保育・福祉・医療等のデータ連携の
箇所でも、「国が一元的にこどもの情報を管理するデータベースを構築することは考えていない」旨赤字で明記をしてお
ります。
６頁、７頁、８頁、９頁、10頁をご覧ください。

Q3. このロードマップによって、個人の教育
データが行政や民間事業者に利活用されや
すくなるのですか。

A3. ロードマップが目指しているのは、学校や自治体間でばらばらの記載方式になっているデータの形式を揃えるなどの標
準化をすることで、関係機関間での技術的な相互運用性を確保し、利活用を容易にするということであり、そうした利活
用は、個人情報保護のルールにのっとって行われるということは言うまでもありません。この点、ロードマップには、「機関
間の個人情報等の連携は、法令に基づく場合等を除き、原則として本人の同意により提供」する旨赤字で明記すると
ともに、「行政機関、地方自治体、研究機関や民間事業者等の教育データを利活用する者において、個人情報の保護
に関する法律（デジタル社会形成整備法に基づく改正等を含む）に基づく個人情報等の適正な取扱いを確保する」
旨明記をしております。
11頁、12頁をご覧ください。

Q4. 本人が望んでいない内心がデータによっ
て可視化されたり、データによって個々人が
選別されるようになるのではないですか。

A4.悪意あるデータ利活用が行われないよう、ロードマップには、「教育データを利活用して、児童生徒個々人のふるい
分けを行ったり、信条や価値観等のうち本人が外部に表出することを望まない内面の部分を可視化することがないよ
うにする」旨明記をしております。
13頁をご覧ください。

Q5.学習者のIDとしてマイナンバーを用いる
のですか。

A5. 学習者の識別子（ID）の在り方について現在政府として具体的に決定しているものはなく、マイナンバー（個人
番号）を利用する旨のロードマップへの記載もありません。

（１）このロードマップの目的は何ですか。　　　　
教育データを何のために利活用するのですか。

　ロードマップでは、「誰もが、いつでもどこからでも、誰
とでも、自分らしく学べる社会」をミッションとして掲げた
上で、デジタルを手段として、学習者主体の教育への転換
や教職員が子供達と向き合える環境を整えるための論点や
工程表をまとめています。教育データ利活用により、例えば、
２．（３）で紹介したとおり、学習者にとっては自分に適した
教材や学習方法を選べること、教員にとっては課題のある

様々なデータを連携して活用する取組 （大阪市：児童生徒ボード）
 児童生徒ボードを通じて教員が気になる児童生徒の状況を多面的に確認することで、
個別の児童生徒に係る状況を迅速に把握し、きめ細かな個別指導ができる。

 学校全体で問題を早期発見し、迅速な対応を取ることができる。
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https://www.digital.go.jp/posts/minister-220111-01
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220107_news_education_03.pdf
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220107_news_education_03.pdf
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児童生徒を早期発見したり、受け持つ児童生徒に適した教
材が見つかることが期待されることなどが挙げられます。
　具体的な事例としては、例えば前頁の図にある大阪市の

「児童生徒ボード」があります。これは、以下の図のよう
に、児童生徒の①生活に関する情報（心の天気や保健室
利用情報など）と②学習に関する情報（デジタルドリルの
学習履歴など）を一覧で見れるボードを通じ、教員が気に
なる児童生徒の状況を多面的に確認することが可能になる
ものです。それにより、 そうした児童生徒に係る状況を迅
速に把握し、きめ細かな個別指導ができるとともに、学校
全体で問題を早期発見し、迅速な対応を取ることができる
ようになると考えられます。
　また、以下の図にある埼玉県の「個別アドバイスシート」
という取組もあります。これは、県に蓄積された埼玉県学
力・学習状況調査（埼玉県学力・学習状況調査（県学調）は、
パネルデータ・IRT を活用し、一人一人の学力の伸び（変化）
を継続して把握することが可能となっています。）に関する
データと学校が保有するデータを AI で分析し、つまづき
のポイント等をもとに様々なアドバイスを掲載した「個別ア
ドバイスシート」を提供するものです。それにより、教員
は分析結果を、授業づくりや学級経営において、一人一
人に応じたよりきめ細かな指導に活用することができ、つ
まずき箇所について、一定の納得感を得られたり、過去学
年の学習に取り組む際にも、保護者の理解が得やすくなる
といったことが考えられます。

 県に蓄積された埼玉県学力・学習状況調査（※）に関するデータと学校が保有するデータをAIで分
析し、つまづきのポイント等をもとに様々なアドバイスを掲載した「個別アドバイスシート」を提供。

 教員は分析結果を、授業づくりや学級経営において、一人一人に応じたよりきめ細かな指導に活
用することができる。

教育データをきめ細かな指導に活用する取組（埼玉県：個別アドバイスシート）

（※）埼玉県学力・学習状況調査（県学調）は、パネルデータ・IRTを活用し、一人一人の学力の伸び（変化）を継続して把握することが可能

過去の学習状況を俯瞰できるように、県学力・学習状況調査や通知表、単元テスト等のデータによ
り児童生徒の学習状況を可視化するとともに、生活習慣改善のアドバイス等も統合した上で提供

個別アドバイスシート画面

• つまずき箇所について、一定の納得感を得られた
• 過去学年の学習に取り組む際にも、保護者の理解が得やすくなる
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　今回いただいた御懸念の声の理由の１つとしては、「何
のためのデータ利活用か」という点について、必ずしも十
分な、分かりやすい発信がなされていなかった、というこ
とも考えられるのではないかと思います。そうしたことを踏
まえ、今後とも、関係省庁においてこうしたユースケース
を創出・発信していきたいと考えています。

（２）政府は、個人の教育データを一元管理すること
を考えているのですか。

　政府が学習履歴を含めた個人の教育データを一元的に
管理することは全く考えておりません。これは、こども達
への教育活動を日々行うのは教育委員会等の各設置者が
設置した学校の先生等であり、そもそも、国が直接こど
も達への具体的な教育活動を行うという関係にないからで
す。例えば以下の図にあるロードマップ 11 頁には、学校
や自治体、民間事業者といった主体（関係者）ごとに「分
散管理を基本」とする旨明記をしておりますし、同頁の利
活用の関係者に国は列記されておりません。そこに記載さ
れているとおり、例えば校務情報であれば学校・教育や学
校設置者が、学校教育の学習履歴情報であれば学校・教
員や児童生徒が、それぞれ一義的に利用する者として想定
されており、国がこうした個人の教育データを一元的に管
理することは全く意図しておりません。各学校等で扱うこ
ども達に関する情報について、法令により記録することが
定められているものもありますが、紙の記録と同様に、ど
のような情報を記録・蓄積するかは、学校設置者や学校
により異なるものと考えています。
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３．データの蓄積及び流通に必要な要素（将来の教育データ流通における論点）

 教育データの利用パターンは、関係者毎に多岐にわたっており、情報種類別に保存先も異なっている。必要な情報を適切に関係者に
流通させるためには、データの分散管理を基本としつつ、データの標準化や流通のための基盤・ルールが必要。

関係者 校務情報
教材情報 学習履歴情報 教育外の

個人データ学校教育 民間教育 学校教育 民間教育

校務支援システム事業者 ○ ― ― ― ― ―
学校設置者（教育委員会等） ○ ○ ― ― ― ―
学校・教員 ○ ○ ― ○ ― ―
児童生徒 ― ○ ○ ○ ○ ○
学習塾等 ― ― ○ ― ○ ―
教材会社（教科書・補助教材・学習アプリ） ― ○ ○ ― ― ―
学校以外の公的機関 ― ― ― ― ― ○
病院等教育外施設 ― ― ― ― ― ○

関係者別の教育データ利用パターン整理（案）

学校設置者のデータストレージ ○ ― ― ○ ― ―
教材会社（教科書・補助教材・学習アプリ）のデータストレージ ― ○ ○ ○ ― ―
学習塾等のデータストレージ ― ― ― ― ○ ―
校務支援システム提供企業のデータストレージ ○ ― ― ― ― ―
児童生徒のPDS ― ― ― ○ ○ ○

関係者別の教育データ保存先整理（案）

※一義的に利用する者に○を付したものである。個人情報の保護に関する法律（デジタル社会形成整備法による改正等を含む）において、法令に基づく場合等を除き、原則として、 本人の同意があれば、「ー」の主体にも
提供が可能。また、本人が特定されない匿名加工情報であれば、本人の同意なく第三者提供が可能であることから、この整理の限りではない。

（注）「データは無体物であり、民法上、所有権や占有権、用益物権、担保物権の対象とはならないため、所有権や占有権の概念に基づいてデータに係る権利の有無を定めることはできない（民法 206 条、同法 85 条参照）。
そして、知的財産権として保護される場合や、不正競争防止法上の営業秘密として法的に保護される場合は、（中略）限定的であることから、データの保護は原則として利害関係者間の契約を通じて図られることになる。」
（経済産業省 「AI・データの利用に関する契約ガイドライン 1.1版」より抜粋）

教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総務省、
文科省、経産省）11頁

　また、こどもに関する教育・保育・福祉・医療等のデー
タ連携の箇所でも、「国が一元的にこどもの情報を管理す
るデータベースを構築することは考えていない」と記載され
ています。なお、こちらの箇所は、まさにそういった御懸
念が生じないように、赤字で明記をしております。以下の
図を御覧ください。
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特集
連載
−3−

１０．データ連携による支援が必要なこどもへの支援の実現（基本的な考え方）

 こどもに関する教育・保育・福祉・医療等のデータについては、自治体内でもそれぞれの部局で管理されているとともに、児童相談所・
福祉事業所・医療機関・学校等の多様な関係機関があり、それぞれの機関がそれぞれの役割に応じて、保有する情報を活用して個
別に対応に当たっている。こうしたこどもや家庭に関する状況や支援内容等に係るデータを分野横断的に最大限に活用し、個人情報
の保護に配慮しながら、真に支援が必要なこどもや家庭を見つけニーズに応じたプッシュ型の支援を届ける取組は、こども一人ひとり
の状況に応じたオーダーメイドの社会的な課題の解決を可能とし、こども一人ひとりが夢や希望を持つことができる社会の実現に資する。

 このための実証事業を実施するとともに、関係府省の副大臣級によるプロジェクトチームを立ち上げ、推進体制を整備。
※ 国が一元的にこどもの情報を管理するデータベースを構築することは考えていない。
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こどもに関する情報・データ連携 副大臣プロジェクトチームについて

【構成員】 （主査）デジタル副大臣 小林 史明 厚生労働副大臣 佐藤 英道
内閣府副大臣 赤池 誠章 文部科学副大臣 池田 佳隆

【主な検討事項】
１．こどもに関する情報・データ連携の在り方
・行政の各部局や学校・児童相談所・医療機関等の関係機関の、妊娠期から20歳頃までの成長・発達に渡る情報を、必要に応じて連携させ、真に支援が必要なこど
も・家庭の発見や、ニーズに応じた支援を行う取組につなげるための情報・データの連携はどうあるべきか。
・その際、こどもに関する情報を自治体内（どのレベルか要検討）で包括的に把握する組織・連携の在り方や、こどもからのSOSの前兆を受け止める･拾い上げる仕組
みの在り方についてどのように考えるか。
２．デジタルを活用した包括的な子育て支援の在り方
・子育て世代包括支援センターの取組を踏まえつつ、デジタルを活用し、窓口に赴かなくても適切な情報の入手や相談をすることができる支援はどうあるべきか。
３．こどもに関する政策の可視化の在り方
・AI等でこどもに関する政策、予算、統計等を可視化するためのデータ利活用やデータの質はどうあるべきか。
・例えば、手当等のワンストップ化（支援の対象となる家庭への手当の支給手続、就学前施設についての分かりやすい情報発信など）に向けた政策はどうあるべきか。

【スケジュール】 令和３年（2021年）11月検討開始～令和４年（2022年）６月目途に論点の整理

教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総
務省、文科省、経産省）42頁

１０．データ連携による支援が必要なこどもへの支援の実現（副大臣ＰＴの検討の全体像のイメージ）
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住基等

保育

自治体

国

データベース

関係機関

支援

教育 福祉

医療

分野を超えて連携
（複数の課題を同時に抱えるなど真に支援が必要なこ

ども・家庭の発見や、ニーズに応じた支援）

国が一元的にこどもの情報
を管理するデータベースを構
築することは考えていない。

必要に応じて連携
（複数の課題を同
時に抱えるなど真に
支援が必要なこども・
家庭の発見や、ニー
ズに応じた支援）

こどもからのSOSの前兆
を受け止める･拾い上げ
る仕組みの在り方

デジタルを活用した包括的
な子育て支援の在り方

情報発信

自治体における情
報・データ連携の実
証の在り方 こどもに関する政策、予算、

統計等の可視化の在り方

自治体

転居等の際の情報・
データ連携の在り方

こども・家庭

（参考）副大臣ＰＴにおける４象限

教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総
務省、文科省、経産省）43頁

（３）このロードマップによって、個人の教育データが行
政や民間事業者に利活用されやすくなるのですか。

　ロードマップが目指しているのは、学校や自治体間でば
らばらの記載方式になっているデータの形式を揃えるなど
の標準化をすることで、関係機関間での技術的な相互運
用性を確保し、利活用を容易にするということであり、そ
うした利活用は、個人情報保護のルールに則って行われる
ということは言うまでもありません。この点、以下の図に
あるロードマップ 19 頁には、「機関間の個人情報等の連
携は、法令に基づく場合等を除き、原則として本人の同意
により提供」する旨赤字で明記しています。

４．教育データの全体像（アーキテクチャを踏まえた全体イメージ）

名簿
-学年
-クラス
-編入日
-転出日 等

学習eポータル
学習履歴（学校）

-学習日
-教材・履歴 等

校務情報

学習eポータル
APIPDS

学習履歴（民間事業
者・社会教育施設）

-学習日
-教材・履歴 等

学習履歴（自学）
-学習日
-教材・履歴 等

時間割・学習計画
-シラバスID -授業コマ
-開始日 -教科等
-終了日 -概要
-開始時間 -指導計画 等
-終了時間

学習者
-氏名 -生年月日
-戸籍氏名 -住所
-氏名（カナ） -連絡先
-氏名（英字） 等

学習履歴xAPI
-内容
-verb
-object
-context
-result
-timestamp
-scored
-authority

One roster

出席履歴
-出席状況

等

MEXCBT（テスト）
-テスト日 -アンケート
-学習履歴 等

体力履歴
-測定日
-測定結果

等

学習履歴、健康履歴、
体力履歴の記録の方
式の設計が必要

教材流通環境

教材レコメンデーションと結果の解析が重要

コンテンツ

指導案教材

イベント

カタログ
-カタログ名
-カタログ内容
-主要トピック
-テーマ
-親カタログ名
-子カタログ名
-発行者
-更新日
-言語

学習指導要領コード

NDCコード

データセット
-タイトル -連絡先
-サブタイトル -説明ページURL
-バージョン -ダウンロードURL
-説明 -データサービスの可否
-タイプ -エンドポイントURL
-テーマ -エンドポイント説明
-キーワード／タグ -サイズ
-対象地域 -ライセンス
-対象期間 -権利
-更新頻度 -発行日
-フォーマット -更新日
-作成者 -状況
-関係者 -言語

学校
-学校コード -学校所在地
-学校種 -郵便番号
-都道府県番号 -属性情報設定年月日
-設置区分 -属性情報廃止年月日
-本分校 -旧学校調査番号
-学校名 -移行後の学校コード

民間教育機関
-法人番号
-法人名
-事業所番号
-事業所名
-所在地
-概要

施設
-施設ID
-名称
-名称（カナ）
-名称（英字）
-通称
-住所
-サービス曜日
-開始時間
-終了時間
-サービス担当区域
-連絡先

法人
-法人番号
-商号又は名称
-商号又は名称（カナ）
-商号又は名称（英字）
-登記住所

事業所
-事業所番号
-事業所名
-事業所名（カナ）
-事業所名（英字）
-事業所住所

教員
-役職 -担当学年・学級・教科等
-生年月日 -課外活動顧問等
-免許状区分 -研修受講履歴 等

資格
-宛先 -値
-発行日 -証明開始日
-名称 -証明終了日
-対象 -備考
-分類 -発行元 等
-内容

※現行の各システムのデータ項目を基に作成。ただし、これらデータ項目が全てではない。各情報システムを連携させていくことにより、業
務効率化・個人起点の支援が実現可能に

情報連携のた
めの識別子
（ID）が必要

※機関間の個人情報等の連携は、法令に基づく場合等を除き、原則として本人の
同意により提供。
※データ項目ごとに、行政のみが取り扱う場合、教員のみが取り扱う場合等があり、
データの性質に応じた権限付与やデータ提供の要件について、留意することが必要。
※ここに掲載されているデータが全て相互連携するということではなく、また、この他に
も、入試関連など学校段階が変わる際のデータもあり、各項目についても、今後随時
精査・更新していく。

健康履歴
-健診日
-健診結果 等

家庭の状況
-保護者との関係
-家族・同居者構成、
居住・転居歴

-勤務先・収入金額 等

教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総
務省、文科省、経産省）19頁

　また、以下の図にあるロードマップ 34 頁には、教育デー
タ利活用のルール・ポリシー（基本的な考え方）として、「安
全・安心を確保すること」という柱を設けており、その中で、

以下の点を明記しています。
・児童生徒は基本的に未成年者であることも踏まえ、「教

育データ利活用」と「安全・安心」の両立が実現されるよう、
プライバシーの保護等を万全としつつ、安全・安心に利
活用が図られる仕組みやルールとする必要がある。

・個人のデータの流通・利用は、本人の理解や納得の上
で行われる必要があり、本人の望まない形で行われるこ
とによって、個人が不利益を受けることのないようにす
る必要がある。

・行政機関、地方自治体、研究機関や民間事業者等の教
育データを利活用する者において、個人情報の保護に関
する法律（デジタル社会形成整備法に基づく改正等を含
む）に基づく個人情報等の適正な取扱いを確保する。

　さらに、２．（７）で紹介したとおり、ロードマップ 37 頁で、
「個人情報の取扱いについては、利用目的の特定や当該
目的の本人への明示・通知、第三者提供における同意取
得等、改正個人情報保護法を踏まえ適切に対処する必要」
があることも明記しています。
　このように、個人情報の保護を前提とした上でデータ利
活用を行っていくものであり、そうした個人情報保護に関
するルールに則らずに、個人の教育データが行政や民間事
業者に利活用されることを認めるものではありません。な
お、以下の図にある「教育データの蓄積と流通の将来イメー
ジ（アーキテクチャ）」を根拠に、塾の学習履歴も含めて国
が一元的に管理したり、学校での学習履歴が民間事業者に
渡りやすくなるといった御懸念の声もありますが、いずれも
そのようなことはありません。まず、この図の上側、「組織」
の箇所に国が登場していないことからもお分かりのとおり、
また、（２）で紹介したとおり、政府が学習履歴を含めた個
人の教育データを一元的に管理することは全く考えており
ません。さらに、（２）で紹介したとおり、例えば校務情報
であれば学校・教員や学校設置者が、学校教育の学習履

８．教育データ利活用のルール・ポリシー（基本的な考え方）
教育データの利活用の原則（R3.3教育データの利活用に関する有識者会議中間まとめ）

（１）教育・学習は、技術に優先すること
○ 教育データを利活用する目的は、これらのデータをもとに、一人一人の児童生徒の状況を多面的に確認し、学習指
導・生徒指導・学級経営・学校運営など教育活動の各場面において、一人一人の力を最大限引き出すためのきめ細
かい支援を可能とすることである。
○ データの利活用等はこのための手段であり、技術やデータを利活用すること自体が目的化しないようにする必要がある。
○ 教育データを利活用する主体は、児童生徒（学習者）、保護者、教職員、学校、学校設置者、行政機関、大
学等の研究機関などであるが、「学習者」（保護者を含む）が受益者となるよう、各主体が取り組んでいく必要がある。

（２）最新・汎用的な技術を活用すること
○ 今後、教育データを教育・学習に十全に活用していく上では、部分的に局所最適となる仕組みやシステムではなく、な
るべく相互互換性や流通性を確保することが必要である。教育データを利活用するための技術は世界的に急速に発展し
ていることから、諸外国の最先端の知見の取り込みや相互運用性の確保のため、国際標準等を取り入れることが求めら
れる。
○ 一方で、学校教育は文化や習慣等に大きく拠る部分もあることから、国際標準等の知見を活用しつつ、我が国の初
等中等教育に適した仕組みとしていくことが必要である。

（３）簡便かつ効果的な仕組みを目指すこと
○ 多忙な学校現場において、できるだけ負担をかけず、簡便に、効果が実感できる利活用が図られるような仕組みとする
ことが重要である。
○ 「ワンソース・ワンマスタ」の考え方を原則とし、学校現場、行政、事業者等の学校教育の関係者がそれぞれデータを重
複して入力せず、便利に利活用できるように仕組みを構築する必要がある。その際、データ入力等の前提となる用語の
定義の明確化等を図る必要がある。

（４）安全・安心を確保すること
○ 児童生徒は基本的に未成年者であることも踏まえ、「教育データ利活用」と「安全・安心」の両立が実現されるよう、プ
ライバシーの保護等を万全としつつ、安全・安心に利活用が図られる仕組みやルールとする必要がある。
○ 個人のデータの流通・利用は、本人の理解や納得の上で行われる必要があり、本人の望まない形で行われることによっ
て、個人が不利益を受けることのないようにする必要がある。

（５）スモールスタート・逐次改善していくこと
○ 教育データ利活用は日進月歩であることに加え、現時点において、どのような利活用の効果が最も高いのか等を俯瞰
的に判断することは容易ではない。安全・安心の確保の観点からも、様々なユースケースを蓄積・共有し、研鑽を積み重
ねながら取組を進め、効果のあるものを広げていく必要がある。
○ このため、完全かつ全国一斉の特定の利活用方法の実現を一度に目指すのではなく、段階的に取組をはじめ、改善
を図っていくアプローチとすることが必要である。

ミッション・ビジョン等を踏まえ、追加的に考慮すべき要素
○ 技術やデータを利活用すること自体が目的化しないことを前提として、これらの利活
用により、個別最適な学びと協働的な学びの実現のために、教育・学習の在り方も
アップデートし続ける必要がある。
○ 「デジタル社会を形成するための基本原則」の考え方を、教育分野でも貫徹する
必要がある。
○ デジタルの活用により、教育・学習の持続可能性を向上（災害・感染症等の際の
学びの保障、学校の働き方改革等）させるという視点にも立つ。

○ 初等中等教育のみならず、高等教育や生涯学習、さらには就学前教育も見据え
たシームレスなデータの利活用を考えていく必要がある。
○ 学校内外でのデータの将来的な連携も見据えた教育データの蓄積・流通の仕組
みを構築する必要がある。

○ 徹底した利用者目線に立ち、UI（User Interface）・UX（User 
Experience）を改善する。
○ データの利活用により、「教員が」必ずしも行う必要がない集計や事務作業を省き、
学校現場の校務の効率化につなげるなど、デジタルを踏まえた業務改革（BPR)を
行う。

○ 教育データの利活用により行政機関の説明責任を向上させ、安全・安心の確保に
つなげる。
○ 必要な人が必要な時に必要な情報に容易にアクセスできるようにする。
○ 教育データを利活用して、児童生徒個々人のふるい分けを行ったり、信条や価値
観等のうち本人が外部に表出することを望まない内面の部分を可視化することがな
いようにする。
〇 行政機関、地方自治体、研究機関や民間事業者等の教育データを利活用する
者において、個人情報の保護に関する法律（デジタル社会形成整備法に基づく改正等を含
む）に基づく個人情報等の適正な取扱いを確保する。

○ アジャイル思考に立ち、「まずはやってみる」「小さく産んで大きく育てる」の精神で進
める。
○ スモールスタート・逐次改善での取組を前提としつつ、単に紙のプロセスをデジタルに
置き換えるだけでなく、デジタルを踏まえた業務改革（BPR)を行うという視点にも立
つ。

教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総
務省、文科省、経産省）34頁
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歴情報であれば学校・教員や児童生徒が、それぞれ一義
的に利用する者として想定されており、個人情報保護に関
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３．教育データの蓄積と流通の将来イメージ（アーキテクチャ：初中教育）
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教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総務省、
文科省、経産省）9頁
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たときは、個人データを遅滞なく消去するよう努めなければ
ならないこととされており、さらに、行政機関等においては、
利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を保有して
はならないこととされています。このように、法令に保存期
間に関する決まりがないからといって永続的に持ち続けて良
いということではありません。また、個人情報については、
個人情報の保護に関する法律に基づき、本人から、①開示
請求、②内容の訂正、追加又は削除の請求、③利用の停止、
消去又は提供の停止の請求、を行うことができ、これにより、
個人の権利利益の保護が図られることとなります。

（４）本人が望んでいない内心がデータによって可視
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○ 個人のデータの流通・利用は、本人の理解や納得の上で行われる必要があり、本人の望まない形で行われることによっ
て、個人が不利益を受けることのないようにする必要がある。

（５）スモールスタート・逐次改善していくこと
○ 教育データ利活用は日進月歩であることに加え、現時点において、どのような利活用の効果が最も高いのか等を俯瞰
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ねながら取組を進め、効果のあるものを広げていく必要がある。
○ このため、完全かつ全国一斉の特定の利活用方法の実現を一度に目指すのではなく、段階的に取組をはじめ、改善
を図っていくアプローチとすることが必要である。

ミッション・ビジョン等を踏まえ、追加的に考慮すべき要素
○ 技術やデータを利活用すること自体が目的化しないことを前提として、これらの利活
用により、個別最適な学びと協働的な学びの実現のために、教育・学習の在り方も
アップデートし続ける必要がある。
○ 「デジタル社会を形成するための基本原則」の考え方を、教育分野でも貫徹する
必要がある。
○ デジタルの活用により、教育・学習の持続可能性を向上（災害・感染症等の際の
学びの保障、学校の働き方改革等）させるという視点にも立つ。

○ 初等中等教育のみならず、高等教育や生涯学習、さらには就学前教育も見据え
たシームレスなデータの利活用を考えていく必要がある。
○ 学校内外でのデータの将来的な連携も見据えた教育データの蓄積・流通の仕組
みを構築する必要がある。

○ 徹底した利用者目線に立ち、UI（User Interface）・UX（User 
Experience）を改善する。
○ データの利活用により、「教員が」必ずしも行う必要がない集計や事務作業を省き、
学校現場の校務の効率化につなげるなど、デジタルを踏まえた業務改革（BPR)を
行う。

○ 教育データの利活用により行政機関の説明責任を向上させ、安全・安心の確保に
つなげる。
○ 必要な人が必要な時に必要な情報に容易にアクセスできるようにする。
○ 教育データを利活用して、児童生徒個々人のふるい分けを行ったり、信条や価値
観等のうち本人が外部に表出することを望まない内面の部分を可視化することがな
いようにする。
〇 行政機関、地方自治体、研究機関や民間事業者等の教育データを利活用する
者において、個人情報の保護に関する法律（デジタル社会形成整備法に基づく改正等を含
む）に基づく個人情報等の適正な取扱いを確保する。

○ アジャイル思考に立ち、「まずはやってみる」「小さく産んで大きく育てる」の精神で進
める。
○ スモールスタート・逐次改善での取組を前提としつつ、単に紙のプロセスをデジタルに
置き換えるだけでなく、デジタルを踏まえた業務改革（BPR)を行うという視点にも立
つ。

教育データ利活用ロードマップ

（令和４年１月７日デジタル庁、総
務省、文科省、経産省）34頁

（５）学習者の IDとしてマイナンバーを用いるのですか。
　学習者の識別子（ID）の在り方について現在政府として
具体的に決定しているものはなく、マイナンバー（個人番号）
を利用する旨のロードマップへの記載もありません。

４．今後の施策に向けて
　まずは、３．で紹介させていただいた御懸念の声に対す
る考え方はもとより、是非、原典、すなわちデジタル庁
Ｗｅｂサイトに公開されている本ロードマップをお読み頂い
て、誤解のないよう、建設的な議論がなされることが重要
であると考えており、この点を御願い申し上げたいと思い
ます。
　その上で、デジタル庁及び関係省庁としても、国が個
人の教育データを一元化するのではなくて、個人情報保護
に配慮した上でのデータ連携によって、学習者が最適な
教育を受けることができる環境整備を行っていくということ
を、様々な場を捉まえながら丁寧にご説明を申し上げてい
くことで、御懸念や御不安を解消してまいりたいと思って
おります。
　また、本ロードマップは、今後の教育データの利活用に
向けた青写真として施策の全体像をデジタル庁及び関係
省庁連名で描いたものです。このため、「決定して終わり」
というものではなく、今後、関係省庁において具体的な施
策を検討・実施する際においても、安易な利用により本人
が不利益を受けることがないよう、この記事を御覧いただ
いている皆様を含めた関係者の皆様の御意見を伺いなが
ら、個人情報保護のルールに則って、丁寧に検討を進め
てまいりたいと考えております。
　この点、既に、本年１月 14 日の「中央教育審議会初等
中等教育分科会（第 134 回）」や、２月３日の「GIGA スクー
ル構想の下での校務の情報化の在り方に関する専門家会議

（第２回）」、２月７日の「中央教育審議会初等中等教育分

https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/2019/11/1422470_00027.htm
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/2019/11/1422470_00027.htm
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00335.html
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00335.html
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/mext_00335.html
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/2019/11/1422470_00028.htm
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科会　個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に
向けた学校教育の在り方に関する特別部会（第１回）」、２
月９日の「総合科学技術・イノベーション会議　教育・人材
育成ワーキンググループ（第６回）」、２月 21 日の「教育デー
タの利活用に関する有識者会議（第７回）」といった場にお
いて、本ロードマップや Q＆A について資料紹介や意見
交換をさせていただいているところです。引き続き、関係
省庁と「ワンチーム」となって、多様な関係者との対話を
行いながら、教育のデジタル化の推進に取り組んでまいり
ます。

５．おわりに
　今回は、デジタル庁と教育との関わりの具体的な事例の
１つとして、教育データ利活用ロードマップについて紹介
しました。
　私自身は、こうした様々な御懸念や御不安を解消しなが
らも、教育のデジタル化を進めることは非常に重要だと考
えています。それは、国家が個人の教育データを一元的に
管理するいわゆる「監視社会」や、こどもの個人情報を商
売のために利用しやすくするなどということでは全くありま
せん。何よりも、こどもを学びの主語に据え、貧困や虐待
等の困難を抱えるこども達をはじめ、一人ひとりのこども
達のニーズに合った教育とともに、それを支える、学校現
場の先生方がこども達と向き合える環境整備を、デジタル
を手段として実現するということです。この思いを、今一度、
教育関係者の皆様と共有させていただきたく存じます。
　昨年 12 月号でも紹介させていただいたとおり、デジタ
ル庁が目指すデジタル社会のビジョンは、「デジタルの活
用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶこと
ができ、多様な幸せが実現できる社会」、そして、「誰一
人取り残されない、人に優しいデジタル化」です。だから
こそ、デジタル社会形成基本法には、第 10 条（基本理
念）において「デジタル社会の形成に当たっては、高度
情報通信ネットワークの利用及び情報通信技術を用いた情
報の活用により個人及び法人の権利利益、国の安全等が
害されることのないようにされるとともに、高度情報通信
ネットワークの利用及び情報通信技術を用いた情報の活用
による信頼性のある情報の自由かつ安全な流通の確保が
図られなければならない。」と規定されるとともに、第 33
条（施策の策定に係る基本方針）として、「デジタル社会
の形成に関する施策の策定に当たっては、サイバーセキュ

リティ（サイバーセキュリティ基本法（平成二十六年法律
第百四号）第二条に規定するサイバーセキュリティをいう。
第三十七条第二項第十四号において同じ。）の確保、情報
通信技術を用いた犯罪の防止、情報通信技術を用いた本
人確認の信頼性の確保、情報の改変の防止、高度情報通
信ネットワークの災害対策、個人情報の保護その他の国民
が安心して高度情報通信ネットワークの利用及び情報通信
技術を用いた情報の活用を行うことができるようにするた
めに必要な措置が講じられなければならない。」旨規定さ
れました。また、既に、デジタル庁の発足前から、デジタ
ル改革関連法案の１つである整備法において、個人情報
保護法の改正を行い、地方公共団体の個人情報保護制度
についても改正後の個人情報保護法において全国的な共
通ルールを規定し、全体の所管を個人情報保護委員会に
一元化することとしています。これにより、いわゆる「２０００
個問題」の解消など、個人情報の保護措置の強化に取り
組んできたところであり、デジタル社会の形成に当たって
不可欠である「安心・安全」の確保について、関係者の
皆様の声を丁寧に伺いつつ、関係府省庁とも連携してしっ
かりと取り組んでまいりたいと考えています。
　次回は、教育も含んだ「こども」に関わる文脈として、「こ
どもに関する情報・データ連携」に関する施策動向につい
て紹介させていただく予定です。

（デジタル庁国民向けサービスグループ教育担当　横田洋和）
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